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 The applicant must be able to reliably

fulfill the terms of the contract with the

Japan Foundation and who have no rec‑

ord of default, delay or other breach of

promise over the past year.

 The applicant must not be a company

that is in dispute with The Japan Founda‑

tion, a parent company, subsidiary com‑

pany, or other company deemed to be a

subsidiary company of a company in dis‑

pute with The Japan Foundation (as de‑

fined in Article 8, Paragraphs 3 and 4 of

the Regulations Concerning Terms,

Forms and Preparation Methods of Fi‑

nancial Statements (Ministry of Finance

２ 競争参加資格
 独立行政法人国立印刷局購買等契約細則
（以下「契約細則」という。）第６条第１項第
１号及び第２号の規定に該当しない者である
こと。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、購買
等契約からの排除要請があり、当該状況が継
続している者でないこと。
 契約細則第６条第２項に該当しない者であ
ること。
 令和７・８・９年度財務省競争参加資格
（全省庁統一資格）又は令和７・８・９年度
独立行政法人国立印刷局競争参加資格におい
て、業種区分が「物品の販売」又は「役務の
提供等」であって「Ａ」又は「Ｂ」の等級に
格付された者、又は当該競争参加資格を有し
ない者で、入札書の受領期限までに競争参加
資格審査を受け、競争参加資格者名簿に登載
され、当該区分及び当該等級に格付された者
であること。
 入札説明書による「証明書類」を提出でき
ること。

６ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 入札参加を希望
する者で、書類審査のための書類を提出する
ときは、令和８年11月17日午後４時までに３
の場所まで提出しなければならない。
なお、開札日の前日までの間において契約
責任者から書類等に関し説明を求められた場
合には、これに応じなければならない。書類
等に関し説明の義務を履行しない者の入札書
は、落札決定の対象としない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び契約細則第15条第５
項に該当する入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がされないおそれ

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年 10 月６日

契約責任者
独立行政法人国立印刷局
財務担当理事 鈴木 康晴

◎調達機関番号 562 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 14、71、27
 購入等件名及び数量
製造管理システム機器等購入及び保守 一
式（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。
 履行期限 令和14年６月３日
 履行場所 東京工場
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に消費税法及び地方税法の
規定に定められた税率により算出された金額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額のうち消費税及び地方消
費税に相当する額を除いた金額を入札書に記
載すること。
なお、入札書の金額欄には円までを記載す
ること。
 電子入札システムの利用 本案件は、入札
を電子入札システムで行う対象案件である。
なお、電子入札システムによりがたい場合は、
紙入札方式によることができる。

３ 審査書類及び入札書の提出場所等
 審査書類及び入札書の提出場所、契約条項
を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合
せ先
〒1058445 東京都港区虎ノ門二丁目２番
３号 独立行政法人国立印刷局財務部契約課
システム契約担当 千葉 正裕 電話03
35874309

 電子入札システムのＵＲＬ
独立行政法人国立印刷局電子入札システム
https://www.npb.go.jp/ja/guide/finance/

portal/index.html

 競争参加申込期限 令和８年11月６日午後
４時
 入札書の受領期限 令和８年11月26日午後
４時
 開札の日時及び場所 令和８年11月27日午
前11時 独立行政法人国立印刷局財務部入札
室

４ 提出すべき審査書類
応札しようとする物品等の品質、規格及び特
性等が本仕様の要求要件を満たしていることを
明らかにした書類。
５ 書類審査
４に示す審査書類を契約責任者が検討し、当
法人の使用目的に合致し、採用し得ると判断し
たものを採用可能とし、最終的に当該競争に参
加させるものとする。

 The applicant must be able to attend

regular meetings at The Japan Founda‑

tion Japanese‑Language Institute, Urawa

(Kita‑Urawa, Urawa‑ku, Saitama‑shi,

Saitama).

 The applicant must have an organiza‑

tion, personnel structure, and manage‑

ment base sufficient to properly imple‑

ment the project, and must have suffi‑

cient management capabilities and an ac‑

counting system to properly settle ac‑

counts for funds.

 The applicant must agree to the con‑

tents of the pledge regarding the handling

of confidential information obtained th‑

rough participation in this bidding and

submit the signed pledge.

 The applicant must have professional

knowledge and experience in website op‑

eration and maintenance, and have ex‑

perience in website operation and mainte‑

nance for companies, private organiza‑

tions, government agencies, etc. other

than their own over the past three years,

and must be able to prove this.

 The applicant must have obtained

ISO／IEC27001 (ISMS certification).

Order No. 59 of 1963)), or a company

with the same parent company as a com‑

pany in dispute with The Japan Founda‑

tion .

 The applicant must meet all other re‑

quirements set forth in the tender do‑

cumentations.

 Proposal due date : As shown in the

tender documentation.

 Interview date : As shown in the tender

documentation.

 Time and date of tender : 3 : 00 PM of

Thursday, December 17, 2026

(When submitting the tender by post, the

time limit is 5 : 00 PM of Wednesday, De‑

cember 16, 2026)

 Contact point for the notice : Research

and Development Section, The Japan Foun‑

dation Japanese‑Language Institute,

Urawa, 5636 Kita‑Urawa, Urawa‑ku,
Saitama‑shi, Saitama, 3300074, Japan.
TEL 0488341183,
E‑mail jfcn̲4site@jpf.go.jp


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